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報道関係者 各位 

 無年金者の実態把握のための調査と今後の対応について 

 

  標記について、別添のとおり公表します。 

 

【ポイント】 

○ ７月１日に調査結果を公表した「保険料納付済期間と保険料免除期間とを合

算した期間が２５年に満たない者に係る実態調査」において聴取ができた  

６８５人について、改めて調査結果の分析・再整理を行った。 

・ ６８５人のうち、「資格期間を満たしていた者」及び「任意加入により資

格期間を満たし得る者」の合計の割合が約２割。 

    → 年金の受給に結び付けていくための運用面での各種取組みを推進。 

  ・ 上記「約２割」以外の方は、現行制度の下では、年金を受給することがで

きない状況。 

    → こうした方々がいることを踏まえ、制度面の対応についても検討。 

    → また、今後、こうした方々を生じさせないための各種取組みを推進。 

  

 ○ さらに、現在社会保険オンラインシステム上の記録において受給資格期間 

（２５年）を満たしていながら年金の受給が確認されない方について、実態を

把握するための調査を行っているところ。その結果を踏まえ、必要な対応策を

検討。 

 

 



 
 

無年金者の実態把握のための調査と今後の対応について 

 

 

平成２１年１１月１１日 

年 金 局 

社 会 保 険 庁 

 

 

１． 平成２１年７月１日に調査結果を公表した「保険料納付済期間と保険料

免除期間とを合算した期間が２５年に満たない者に係る実態調査」につい

て、調査対象者１，６２８人のうち戸別訪問により聴取ができた６８５人

について、改めて調査結果の分析・再整理を行った（別添１～３参照）。

概略は、次のとおり。 

 

（１） ６８５人のうち、「資格期間を満たしていた者」（注１）及び「任意加入によ

り資格期間を満たし得る者」（注２）の合計の割合が約２割となっている。 

（注１）支給開始年齢に達していない方で受給資格期間を満たすことを知ってい

る方なども含まれる（別添３参照）。 

（注２）国民年金に任意加入している方なども含まれる（別添３参照）。 

⇒ これらの方々については、広報の徹底や合算対象期間、任意加入制度等に

関する周知、窓口での正確な相談の徹底などにより、年金の受給に結び付け

ていくための運用面での取組みを推進する。 

  

（２） 上記（１）以外の方については、「年金に対する不安・不信がある、年金を

あてにしていない」、「手続きを知らない・関心がない」、「経済的に保険料を

納付することが困難だった」等により受給資格期間を満たしておらず、現行

制度の下では、年金を受給することができない状況にある。 

⇒ こうした方々がいることを踏まえ、制度面での対応についても検討してい

く。 

⇒ また、今後、こうした方々を生じさせないために、公的年金の必要性や役

割の周知を図るとともに、保険料の収納対策の推進や、保険料免除制度の周

知・勧奨の徹底等の取組みを進める（別添４参照）。 

 

２． さらに、現在、社会保険オンラインシステム上の記録において受給資格

期間（２５年）を満たしていながら年金の受給が確認されない方について、

実態を把握するための調査を行っているところであり、その結果を踏まえ、

必要な対応策を検討していく。 
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（別添２）

公表資料 平成19年12月12日

社 会 保 険 庁

無年金者数について

～保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期間が２５年に満たない者について～

今後納付できる７０歳までの期
間を納付しても２５年に満たな
い者

（現時点において２５年に満
たない者）

　６０歳未満 ４５万人 －

　６０歳～６４歳 ３１万人 (６５万人）

　６５歳以上 ４２万人 (４５万人）

(注1) 上記年齢は、平成１９年４月１日現在である。

(注2) 合算対象期間は含まれていない。

(注3) 保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期間が２５年よりも短い場合であっても
支給要件を満たす取扱いとする期間短縮の特例については考慮していない。

(注4) 被保険者資格喪失後の死亡情報は収録されていないため、既に死亡されている者を含んで
いる可能性がある。

(注5) 共済組合期間など、社会保険庁で把握できていない期間は含まれていない。
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（別添３） 
 

別添１の「１.資格期間を満たしていた者」及び「２.－① 任意 

加入により資格期間を満たし得る者」について 
 

（（ ）内は、訪問調査により聴取できた６８５人に対する割合。） 
 

１．資格期間を満たしていた者           ９４人（13.8%） 

ア．受給資格期間を満たす者であって、そのことを知っていた者 
６２人（ 9.1％） 

 【裁定請求をしていない主な理由】 
 ○支給開始年齢に達していない…………………………………………………３２人 
 ○他に年金を受けている……………………………………………………………３人 
 ○特に理由はない……………………………………………………………………５人 
 ○その他……………………………………………………………………………２０人 
  （主な内訳） 
   ・裁定請求済…………………………………………………………………………６人 
   ・これから請求するつもりだった…………………………………………………６人 

 
 
 
 
 
 
 
 

イ．受給資格期間を満たす者であって、そのことを知らなかった者 
３２人（ 4.7％） 

 【受給資格期間を満たすことを知らなかった主な理由】 
 ○年金が出ないと思い込み年金相談を受けなかった…………………………１１人 
 ○過去に年金相談をしたら受給資格期間を満たさないと言われた……………４人 

○年金制度の知識を持っていなかった……………………………………………４人 
 ○年金に関心がなかった……………………………………………………………３人 
 ○特に理由はない……………………………………………………………………３人 
 ○その他………………………………………………………………………………７人 

 
 
 
 
 
 
 【新たに確認された期間の種類別件数】（複数該当あり） 

 ○合算対象期間 
  ・昭和６１年３月までの厚生年金保険、船員保険又は共済組合の加入者の配偶者で

国民年金に任意加入しなかった期間………………………………………２１件 
  ・昭和６１年３月までの厚生年金保険・船員保険の脱退手当金を受けた期間（昭和

６１年４月から６５歳に達する日の前月までに保険料納付済期間又は免除期間が

ある者に限る）…………………………………………………………………３件 
  ・その他の合算対象期間…………………………………………………………４件 

○第３号被保険者の特例届出期間…………………………………………………４件 
 ○保険料納付済期間 
  ・厚生年金保険加入期間………………………………………………………１６件 
  ・国民年金保険料納付済期間…………………………………………………･･３件 
 ○保険料免除期間……………………………………………………………………２件 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

4



 

２．－① 任意加入により資格期間を満たし得る者    ６６人（9.6%） 

 ◎ ７０歳までの間に国民年金に任意加入し保険料を納付すれば、受給資格

期間を満たす可能性がある者            ６６人（9.6％） 

  
   ァ) そのことを知っていた者                  ４２人 
 

【国民年金への任意加入の有無等について】 
 ○国民年金に任意加入している…………………………………………………２０人 
 ○厚生年金に加入している………………………………………………………１２人 
 ○国民年金に加入していない（厚生年金に加入している者を除く）………１０人 
 
【任意加入していない理由】 

○経済的に保険料を納付することが困難である………………………………４人 
 ○特に理由はない…………………………………………………………………３人 
 ○その他……………………………………………………………………………３人 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ィ) そのことを知らなかった者               ２４人 
 

【受給資格期間を満たすことを知らなかった主な理由】 
 ○年金が出ないと思い込み年金相談を受けなかった……………………………７人 
 ○年金制度の知識を持っていなかった…………………………………………１１人 
 ○その他………………………………………………………………………………３人 

 
 
 
 
 
 
 

※上記データの出典：「保険料納付済期間と保険料免除期間とを合算した期 

         間が２５年に満たない者に係る実態調査について」 

（平成２１年７月１日、社会保険庁） 
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（別添４） 

無年金となる方を生じさせないための周知・広報等の取組について 

 

 

 

１．任意加入制度のご案内や合算対象期間等に係る周知・広報の推進 

   

① 社会保険庁のオンラインシステム上の記録では受給資格期間（２５年）を満たさ

ない方に対する「お知らせ」の送付 

    ・社会保険庁のオンラインシステム上の記録では受給資格期間（２５年）を満た

さない方に対して、合算対象期間や第３号被保険者の特例届出期間などの受給

資格対象期間の有無についての注意喚起を行い、併せて任意加入制度の周知を

図るための「お知らせ」を送付。 

     ア．平成１７年１０月から、６０歳到達の３ヶ月前に上記内容のお知らせを送

付しているところ。 

イ．平成１７年１０月から送付している「お知らせ」の対象とならなかった  

６３歳以上の方に対しては、本年１２月中に「お知らせ」を送付予定。 
                      

  ② ご本人にとって社会保険事務所等における年金相談のきっかけとなる新聞、雑誌

などの様々な媒体による広報の展開 

・合算対象期間を中心とした効果的な広報を展開。（政府広報の実施・社会保険庁

ホームページの掲載内容の工夫。） 

・市区町村の協力も得て、各市区町村が発行する広報誌に掲載いただき、より幅

広い住民の方々への周知を実施。 

 

③ 市区町村等に対して、社会保険事務所への相談を促していただくよう協力依頼 

・ご本人による市区町村窓口等への相談時に、社会保険事務所に送付している年

金相談マニュアルを参考に、必要な方には、社会保険事務所への相談を促して

いただくよう協力依頼を行う。 

 

④ 社会保険事務所等において受給要件等の的確かつ円滑な確認を行うための相談

ツール（『履歴整理表』）の活用 

・社会保険事務所に対して、既に送付している年金相談マニュアル等も踏まえた

より的確な年金相談の実施を徹底。 

・社会保険事務所等における年金記録の円滑な確認に資するよう、ご本人等が職

歴・転居歴・氏名変更等などを思い出しながら記載する『履歴整理表』を作成

し、各社会保険事務所等に備え付けるとともに、ホームページにも掲載。 
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２．保険料の免除制度の周知・勧奨等の徹底 

① ターンアラウンド方式による更なる申請手続の簡素化 

    ・本年９月から、免除等に該当すると思われる被保険者に対して、基礎年金番号

等を予め印字したハガキ形式の申請書を送付し、被保険者が簡単な記載事項を

記入するだけで申請を可能する方式（ターンアラウンド方式）を導入。 

 

② 市場化テストの全国展開による効果的・効率的な納付督励・免除勧奨の実施 

・市場化テストの実施により、民間の創意工夫やノウハウを活用した効果的・効

率的な保険料納付督励を推進するほか、本年１０月からは免除勧奨業務も委託

業務に加えており、今後とも全国展開により事業の拡大を図る。 

 

③ このほか、引き続き、新聞、雑誌など、様々な媒体による周知・広報を展開する

とともに、学生や若年者をはじめ負担能力の乏しい方に対し、多段階免除制度、

学生納付特例制度や若年者納付猶予制度の周知や申請勧奨を促進する。 
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